
年末調整のしかた
令和3年分



昨年と比べて変わった点

１ 税務関係書類における押印義務の改正

2 源泉徴収関係書類の電磁的提供に係る改正

3 e-Taxによる申請等の拡充

⑴ 給与所得者の扶養控除等申告書
⑵ 従たる給与についての扶養控除等申告書
⑶ 給与所得者の配偶者控除等申告書
⑷ 給与所得者の基礎控除申告書
⑸ 給与所得者の保険料控除申告書
⑹ 給与所得者の住宅借入金等を有する場合の所得税額の特別控除申告書
⑺ 所得金額調整控除申告書
⑻ 退職所得の受給に関する申告書
⑼ 公的年金等の受給者の扶養親族等申告書



令和３年分
年末調整の注意点



年末調整の各種控除と税額計算の流れ
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基礎控除額の計算の順序



配偶者控除額及び配偶者特別控除額の計算の順序



ひとり親控除及び寡婦(寡夫)控除に関する改正



改正前後の控除に係る適用判定のフロー図



年末調整手続の電子化

キャッシュレス納付について



１ これまでの年末調整

これまで、年末調整は以下のとおり手続きしていました。

10

保険会社から
「保険料控除証明書」が届く

会社から
年末調整関係の用紙を受領

・年末調整関係の用紙に「保険料
控除証明書」の内容や扶養親族
の情報を手書き

・「保険料控除証明書」を添付
・会社に提出

住宅ローン控除についても同様の手続きとなっています。



２ 電子化後の年末調整の方法

年末調整を電子化した場合
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保険会社などから
「保険料控除証明書」を
データで取得

公式アプリストアや国税庁ホー
ムページから「年調ソフト」を
ダウンロード

・「年調ソフト」に氏名や住所、
家族の生年月日などを入力

・「保険料控除証明書」データなど
をインポート（数クリックで完了！）

・会社に送信

保険料
控除
証明書
データ

保険料
控除
証明書
データ

年末調整
書類
データ

年末調整書類の手書き不要！
紙の提出不要！

「年調ソフト」

※「保険料控除証明書」だけでなく、住宅ローン控除の証明書（残高証明書など）もデータで取得できます。



３ 電子化によるメリット

電子化することにより、色々なメリットがあります。
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これまでは…

 保険料控除証明書の内容をどこに記載したらいいか分からない
 控除額の計算が難しい
 家族の年齢によって書き方が違って分かりにくい
 氏名や住所など、用紙ごとに記載しないといけない
 保険料控除証明書がなかなか届かなかったり、なくしてしまったりする・・など

 保険料控除証明書をデータで取り込むことにより自動入力！
 控除額を自動計算！
 生年月日から家族の年齢を自動計算、適用される控除を自動判定！
 氏名や住所など共通項目は一度の入力でＯＫ！
 保険料控除証明書をなくす心配がない（保存場所が分からなくなっても再取得が可能）！

今年からは！



年末調整手続の電子化のメリット(給与支払者)
書面での年末調整の悩み 電子化した場合
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従業員に控除申告書の用紙を配付しなければならない。
遠隔地にいる従業員には郵送などが必要。

従業員に年調ソフトを取得し、データで提供するよう指
示します。

控
除
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従業員からの記載方法に係る問合せ対応に忙殺される。 年調ソフトの入力支援機能に従い控除申告書を作成す

ることにより、従業員からの問合せ等が減少することが
見込まれます。

保険料控除証明書などの添付書類について、正しく転
記されているか確認しなければならない。

控除証明書等データをインポートすることにより自動入
力、控除額の自動計算ができます。

なお、マイナポータル連携を利用することにより複数の
控除証明書等データの一括取得ができます。

記載された控除額について計算誤りがないか検算しな
ければならない。

従業員が控除証明書等データをインポートすることによ
り自動入力されているので、確認が不要です。

チ
ェ
ッ
ク

検
算

検算を終えた控除額について、一人分ずつ給与システ
ムに入力しなければならない。

従業員に控除申告書をデータで提供させ、給与システ
ム等にインポートします。

保
管

提出された控除申告書は7年間保存する必要があり、保
管コストが発生する。

データで提供されるため、保管コストが削減できます。







国税庁ホームページの年末調整特集ページ



その質問、チャットボットに
相談してみませんか？



年末調整において誤りやすい点、よくある質問



国外居住親族に係る扶養控除等の適用について
親族関係書類

給与等又は公的年金等の源泉徴収及び給与等の年末調整において、国外

居住親族に係る扶養控除等の適用を受ける居住者は、その国外居住親族に
係る「親族関係書類」や「送金関係書類」を源泉徴収義務者に提出し、又は提
示する必要があります。

◎「親族関係書類」とは
①戸籍の附票の写しその他の国又は地方公共団体が発行した書類及び国
外居住親族の旅券（パスポート）の写し

②外国政府又は外国の地方公共団体（以下「外国政府等」といいます。）が発
行した書類（国外居住親族の氏名、生年月日及び住所又は居所の記載があ
るもの）



国外居住親族に係る扶養控除等の適用について
送金関係書類

◎「送金関係書類」とは
①金融機関の書類又はその写しで、その金融機関が行う為替取引によ
り居住者から国外居住親族に支払をしたことを明らかにする書類

②いわゆるクレジットカード発行会社の書類又はその写しで、国外居住
親族がそのクレジットカード発行会社が交付したカードを提示してその国
外居住親族が商品等を購入したこと等により、その商品等の購入等の代
金に相当する額の金銭をその居住者から受領した、又は受領することと
なることを明らかにする書類



Ｑ 当社は本年４月の新規採用者に対して転居に伴う旅費に充て
るものとして50万円の支度金を支給しています。この支度金は、本
年の年末調整の対象に含めなければならないのでしょうか。

Ａ その旅行に通常必要であると認められるものは非課税

それを超える部分の金額は雑所得

この支度金については、年末調整非対象

その支度金が雇用契約の締結に際して支払われるものである場合
⇒非課税の赴任旅費となる部分を除き、契約金として10.21％（100
万円を越える部分の金額については20.42％）の税率で源泉徴収



Q: 同居特別障害者及び同居老親等における「同居」とはどのような
状態を指すのですか？

A: 原則として「同居」とは同一の家屋において日常の起居を共にし
ている状態

①同一敷地内の別棟で居住する場合や同一マンションの別号室に
居住する場合でも、日々の食事を一緒にするなど日常生活を共にし
ている場合

②病気などの治療のため入院していることにより一時的に別居して
いる場合



Ｑ 中国人女性と結婚し､中国では婚姻の届出を行ったものの日
本ではまだ婚姻の届出を行っていない場合、その女性は控除対
象配偶者又は特別控除対象配偶者に該当しますか。
Ａ 日本における戸籍の届出が未了である場合には、控除対象
配偶者又は特別控除対象配偶者とすることはできない。

Ｑ 青色事業専従者が結婚後、事業主と別生計となったため青色
事業専従者でなくなった場合、当該青色事業専従者でなくなった者
について、控除対象配偶者又は特別控除対象配偶者とすることが
できますか。

Ａ その年の12月31日において事業主と生計を一にしていない場
合・・・合計所得金額が48万円以下であれば、控除対象配偶者と
なることができる。



Ｑ 所得者が70歳以上の母親と同居していましたが、所得者本
人が長期入院をすることになりました。この場合、母親について
は同居老親等に該当しますか。
Ａ 扶養親族との同居を常況としている所得者が、病気等の加療
のために入院している場合⇒同居に該当

所得者が治療を伴わない老人ホーム等に入所した場合⇒同
居とならない。

Ｑ 母親を老人ホーム（医療行為等は行わない。）に入所
させている場合、同居老親等に該当しますか。

Ａ 同居老親等とは、所得者又はその配偶者のいずれかとの
同居を常況としている老親
母親は老人ホームへは、病気、療養のために入所している

のではない⇒同居老親等に該当しない。



Ｑ 私の母（70歳）は、脳梗塞を発症して２年前から介護老人
保健施設に入所し、正月及びお盆の一時外泊のときを除いて、
この施設において医療サービスやリハビリテーションを受けて
います。入所の継続は３ヶ月ごとに更新することになっており、
一定の回復がみられれば在宅復帰して私と同居する予定ですが、
今のところ在宅復帰のめどはたっていません。私の母は、同居
老親等に該当しますか。

Ａ 介護老人保健施設入所者については、その入所が短期間であり
一時的なものと見込まれる客観的な事情がある場合を除き、所得者
と「同居を常況としている」とは認められず、同居老親等には該当な
い。



Q:私(男性)は婚姻したことはありませんが、認知した子と同居し
ている場合、私はひとり親となることができますか？

A:認知した子が生計を一にする子に該当し、事実婚の状況に
ある者がおらず、合計所得金額が500万円以下である場合

⇒ひとり親に該当

Q:私(女性)は夫と死別後再婚しておらず、事実婚の状況にある者
はおらず、本年中の合計所得金額は500万円です。私には同居
する16歳未満の子がいますが、私はひとり親に該当しますか？

A:ひとり親の要件・・・生計を一にする子を有する
その子が16歳以上の控除対象扶養親族である必要はなし
⇒ひとり親に該当



Q: いわゆる共働きの世帯で、扶養親族に該当する20歳の子がいる
場合、扶養控除の適用については夫婦のいずれかで受けることと
なりますが、所得金額調整控除（子ども等）の適用についても夫婦
のいずれかで受けることとなるのでしょうか。

A: いわゆる共働きの世帯の場合、一の扶養親族に係る扶養控除の
適用については、夫婦のいずれかで受けることとなる。

扶養親族に該当する年齢23 歳未満の子がいる場合、夫婦の双方
で所得金額調整控除（子ども等）の適用を受けることができる。



Q:居住年が平成30年以前の場合には、年末調整の際に提出す
る住宅ローン控除証明書及び年末残高等証明書は勤務先に電
子データで提供することはできないのですか。

A:居住年が平成30年以前の場合には、住宅ローン控除証明書
及び年末残高等証明書を電子データにより提供することはでき
ず、従来通り書面で勤務先に提出する必要がある。



Q:年末調整申告書をデータで提供を受けるための「一定の要件」として、「電磁的方
法による提供を受けるために必要な措置」及び「電磁的方法により提供する者の氏名
を明らかにするために必要な措置」が必要だとのことですが、具体的にはどのような

ものですか。

① 電磁的方法による提供を受けるために必要な措置
イ 勤務先にインターネット経由のメール等で送信
ロ ＵＳＢメモリ等に保存して勤務先に提供
ハ 勤務先と作成者である従業員のみアクセスが可能な領域に年末調整申告書データを
保存
ニ 社内ＬＡＮにログインし、メール等で送信

②電磁的方法により提供する者の氏名を明らかにするために必要な措置
イ 従業員が申告書情報に電子署名を行い、その電子署名に係る電子証明書を申告書
情報と併せて勤務先に送信する措置
ロ 従業員が、勤務先から通知を受けた識別符号（ＩＤ）及び暗証符号（パスワード）を用い
て、勤務先に申告書情報を送信する措置



Q:海外支店へ転勤することにより非居住者となる従業員の給
与等の年末調整をしますが、年末調整の対象となる給与等
及び所得控除等の留意事項について教えてください。

A: 年末調整の対象となる給与等
居住者期間中（出国日を含みます。）に支給期の到来した給与等が年末調整の対象になります。

居住者期間中に支給期の到来した未払給与につき非居住者となった後に支払ったものも年末調整
の対象になります。

社会保険料、小規模企業共済等掛金、生命保険料、地震保険料
居住者期間中に給与等から控除され又は支払った保険料等が年末調整における所得控除の対

象となります。

配偶者控除、配偶者特別控除、扶養控除等
扶養親族等であるか否かの判定及び扶養親族等の年齢は、年の中途で出国した場合には、出

国の時の現況において判断します（所法85①）。

住宅借入金等特別控除
平成28年３月31日以前に取得した住宅等に係る住宅借入金等特別控除は、年末において非居

住者である年分には適用がありません。



Q:本年7月にA国の現地法人に出向しA国に2年間の予定で勤務することとなった
従業員に対し、その出国時に年末調整を行いましたが、その後突発事由が発生
したことによりA国での工事ができなくなったため出向を取りやめ、10月に帰国(出
向元に復帰)した従業員がいます。この者に支払う給与の年末調整はどの方法に
よって行うことになりますか。

A:居住者であった期間(1～7月、10～12月)に支払う給与を合計して年末調整を行
います。


